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都市計画区域及び準都市計画区域の現況表 

 

都 市 計 画 

区 域 名 
市 町 名 

都市計画区域 ⾏ 政 区 域 人口集中地区（DID） 

適用区域 面積（ha） 人口（千人） 面積（ha） 人口（千人） 面積（ha） 人口（千人） 

佐 賀 佐 賀 市 市の一部 22,085 221.7 43,182 233.3 2,837 139.1 

鳥 栖 基 山 

鳥 栖 市 市の全域 7,172 74.4 7,172 74.2 1228 50.4 

基 山 町 町の全域 2,215 17.5 2,215 17.3 170 7.9 

小 計  9,387 91.9 9,387 91.5 1398 58.3 

唐 津 唐 津 市 市の一部 19,353 96.1 48,760 117.4 1300 42.1 

多 久 多 久 市 市の一部 4,277 16.1 9,656 18.3   

伊 万 ⾥ 伊 万 ⾥ 市 市の一部 11,198 43.3 25,525 52.6 314 12.8 

武 雄 武 雄 市 市の一部 8,825 39.1 19,540 47.9 187 7.4 

⿅ 島 ⿅ 島 市 市の一部 2,420 23.8 11,212 27.9 293 9.6 

小 城 小 城 市 市の全域 9,581 44.5 9,581 44.0 171 6.8 

嬉 野 嬉 野 市 市の一部 4,568 14.3 12,641 25.8   

神 埼 神 埼 市 市の一部 6,408 29.4 12,513 31.0 160 6.9 

佐 賀 東 部 

吉野ヶ⾥町 町の一部 2,285 16.1 4,399 16.3   

上 峰 町 町の一部 1,220 9.8 1,280 9.3   

小 計  3,505 25.9 5,679 25.6   

み や き み や き 町 町の一部 4,167 25.5 5,192 25.5   

有 田 有 田 町 町の全域 6,585 19.0 6,585 19.0   

白 石 白 石 町 町の一部 2,448 7.4 9,956 22.1   

合 計    114,807 698.0 229,409 781.9 6,660 283 

 

準都市計画 

区域名 

市 町 名 準都市計画区域 ⾏政区域 

適用区域 面積（ha） 面積（ha） 人口（千人） 

江  北 江 北 町 町の一部 73 2,488 9.6 

※都市計画区域の面積及び人口は、都市計画年報による。（R6 年 3 月 31 日現在） 
※⾏政区域の面積及び人口は、R2 国勢調査による。 
※人口集中地区（DID）の面積及び人口は、R2 国勢調査による。 
 

 

（佐賀県「開発許可の手引き 令和８年（2026年）１月」より引用） 


